別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名: 岐阜県女性防火クラブ運営協議会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　予防保安係　電話番号：058-272-1111（内2474）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：466千円（前年度予算額：466千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　
岐阜県女性防火クラブ運営協議会の活動に対し、事業費を補助する。
（１）設立目的
市町村単位で設立された女性防火クラブの育成並びにクラブ間の情報交換や親睦を図り、もって火災予防の普及啓発に寄与することを目的とする。
各市町村の女性防火クラブは、家庭や地域社会を支えている女性に火災予防の理解や地域の防災体制の認識を深めてもらうことにより、火災予防活動による火災発生件数の減少や大規模災害時には地域の自主防災組織のひとつとして、初期消火や要援護者支援、救急救護活動等が期待されている。

（２）加入クラブ数
37クラブ（クラブ員数28,626人）

（３）事業内容

　　①定例表彰（年１回）
　　　　優秀な女性防火クラブと女性防火クラブ員の表彰を実施
　　②指導者研修会（年１回）
　　　　各市町村クラブの指導者に防火・防災に関する研修会を開催
　　③市町村女性防火クラブ員研修等助成
　　　　各地区で開催される防火・防災研修会や、住宅用火災警報器共同購入事業への
助成
　　④役員研修（年１回）
　　　　他県の女性防火クラブとの情報交換、防火防災施設等への視察研修

	２　所要経費


　　
補助事業に要する経費　1,445千円
補助金額　466千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	466
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	466

	要求額
	466
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	466

	決定額
	466
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	466


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　女性防火クラブ員の防火・防災等の知識の向上を図るとともに、クラブ相互の連携を図り、総合的な地域防災力を強化する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指導者研修会の開催

	未開催
（S42）
	1回
（H22）
	1回
（H23）
	1回
（H24）
	年１回
開催
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）指導者研修会の開催
　　　日時：平成24年8月10日（金）
　　　場所：下呂交流会館（下呂市森）
　　　参加人数：約500名（県内女性防火クラブの指導者及び消防関係者）
　　　主な内容：ア　岐阜県女性防火クラブ運営協議会表彰
　　　　　　　　イ　体験発表(下呂市女性防火クラブ)
　　　　　　　　ウ　講演　東京女学館大学非常勤講師
（２）役員研修会
　　　日時：平成24年11月8日（木）
　　　場所：白川村
　　　参加人数：12名（当協議会役員）
　　　主な内容：防火施設の視察、白川村女性防火クラブ員との交流


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　当協議会が行う住宅用火災警報器設置促進活動により、平成23年6月時点で61.6％であった県内設置率は、平成24年6月時点で71.3％と10.2ポイントの上昇となった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　女性防火クラブのような自主防災組織は、地域に密着した特性を生かし住民個々の防災力向上に寄与する事が出来るだけでなく、南海トラフ巨大地震などの大規模災害時にも大いに活躍が見込まれるため、当協議会の補助金を通じて、クラブ活動の支援を行うことは妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　女性防火クラブ員の個別訪問等により住宅用火災警報器の設置率向上に寄与している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　平成25年度から、市・郡のクラブに対する補助金交付は実習を伴う研修会等に限定するなど、より実践的な活動を優先的に補助する事とした。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　女性防火クラブ員の高齢化及びクラブ員の減少



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　自主防災組織としての女性防火クラブの一層の活性化のため、今後も継続して支援を行う必要がある。


